
エ　ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患） エ　ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

【目標】 【目標】
○ ＣＯＰＤという疾患の道民の認知を高めます。

道計画のとおり記載

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

時点

R4 道計画のとおり記載

R4

R4

事　　業　　内　　容 事　　業　　内　　容

 周知・普及啓発  周知・普及啓発

 健康相談、健康教育等の実施  健康相談、健康教育等の実施

○ ＣＯＰＤの疾患の認知度を高めるとともに、喫煙による影響の普及を図り、ＣＯＰＤの死亡率の減少を目指しま
す。

道指標 目標値(道)(R17)

実　施　率

30%

ＣＯＰＤの死亡率（10万人当たり） 10.0

80.0%以上

12.0%以下

14.2

現状値(道)

(再掲)成人の喫煙率

評価困難

変化なし

0%

ＣＯＰＤの認知度

(再掲)20歳以上者の喫煙率

33.9%

20.1%
男性　28.1%
女性  13.2%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（令和５年調査）】

○ＣＯＰＤの周知、啓発

○ＣＯＰＤの健康相談、健康教育、各種教室、学習
会

摘　要旧

現状値(道)(H29) 目標値(道)(H34)

25.4% 80.0%以上

24.7%
男性　34.6%
女性  16.1%

12.0%以下

実　施　率

40%
15%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（平成２９年調査）】

ＣＯＰＤの認知度

※　目標値を変えたもの（★）

新

◎主体、○連携、協働

道指標
策定時(H25)と

の変化

取組の方向性

継続

継続

主な取組
取組の方向

性

◎主体、○連携、協働

○ＣＯＰＤの周知、啓発 継続

○ＣＯＰＤの健康相談、健康教育、各種教室、学
習会

継続

主な取組

☆ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

有毒な粒子やガス（主にたばこの煙）の吸入による進行性の疾患であり、運動時の呼吸困難や慢性の咳・

痰などの症状があります。

主な原因は、喫煙であることが多く、禁煙などにより予防が可能であるため、早期に発見、治療をするこ

とで、罹患するリスクと疾患になった後の負担を大幅に軽減することが可能です。

ＣＯＰＤについては、地域住民の十分な理解にはつながっておらず、啓発活

動を推進していく必要があります。

また、ＣＯＰＤの現状把握等を行いながら、住民全体への対策を今後検討し

ていくことが重要です。

今後の取組について

☆ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

有毒な粒子やガス（主にたばこの煙）の吸入による進行性の疾患であり、運動時の呼吸困難や慢性の咳・痰などの症

状があります。

主な原因は、喫煙であることが多く、禁煙などにより予防が可能であるため、早期に発見、治療をすることで、罹患

するリスクと疾患になった後の負担を大幅に軽減することが可能です。

ＣＯＰＤは、主として長期の喫煙によってもたらされる肺の炎症性疾患で、症状の

進行は緩やかであり、男女ともに70歳以上の高齢者が死亡数の大半を占めていま

す。

将来的な発症予防に向けては、壮年期や中年期に対する情報発信が有効であり、

主な発症要因であるたばこ対策と連携し、その名称や疾病の要因、病状などについ

て普及啓発に取り組むことが重要です。

今後の取組について
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③社会生活を営むために必要な生活機能の維持及び向上 （２）社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

ア　こころの健康 ア　こころの健康

【目標】 【目標】

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ 新設

◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

◎ ○

時点

R4 道計画のとおり記載

R4

R4

事　　業　　内　　容 事　　業　　内　　容

 周知・普及啓発  周知・普及啓発

 研修会の実施  健康教育、健康相談等の実施

 健康教育、健康相談等の実施  研修会の実施

 ゲートキーパーの養成

 相談窓口の充実

75%

目標値(道)(R17)

12.1以下

7.3%以下

100.0%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（令和5年調査）】

実　施　率

20%
45%

メンタルヘルスに関する措置を受けら
れる職場の割合
(100人以上の事業所)

自殺者数(10万人当たり)

気分障害・不安障害に相当する心理的
苦痛を感じている者の割合(20歳以上)

17.9

8.1%

50人以上 　86.3%
30～49人　 68.5%

○精神保健相談などを通じ、ストレス要因の軽減や対応を適切に行い、こころの健康の保持・増進を図ります。

主な取組 取組の方向性

◎主体、○連携、協働

○自殺対策やうつ対策などのこころの健康に関す
る周知、啓発

促進

○市町村への技術的支援 継続

道指標

○自殺対策やうつ対策などのこころの健康に関す
る健康相談、健康教育、各種教室、学習会、研修
会

継続

○保健・医療・福祉関係職員などに対する研修
会、支援者等の養成に係る研修会

継続

○相談窓口の充実 継続

現状値(道)

○笑いによる健康づくりの普及啓発 促進

40%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（平成２９年調査）】
実　施　率

60%
40%
15%
5%

○保健・医療・福祉関係職員などに対する研修
会、支援者等の養成に係る研修会

継続

悪化傾向

評価困難

改善傾向

7.4%以下

主な取組

促進

継続

○自殺対策やうつ対策などのこころの健康に関す
る周知、啓発

○自殺対策やうつ対策などのこころの健康に関す
る健康相談、健康教育、各種教室、学習会、研修
会

増加
【参考】

50人以上 　80.7%
30～49人　 61.1%

221.7 増加
小児科医・精神科医・心療内科医数の割合

(小児人口10万人当たり)

気分障害・不安障害に相当する心理的苦痛を感
じている者の割合(20歳以上)

メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場
の割合
(100人以上の事業所)

継続○相談窓口の充実

○市町村への技術的支援

9.8%

新 摘　要旧

策定時(H25)と
の変化

改善傾向

継続

※　目標値を変えたもの（★）

道指標

自殺者数(10万人当たり)

現状値(道)(H29) 目標値(道)(H34)

★　12.1以下(H39)17.5

○精神保健相談などを通じ、ストレス要因の軽減や対応を適切に行い、こころの健康の保持・増進を
図ります。

取組の方向性

◎主体、○連携、協働
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新 摘　要旧

こころの健康に対しては、原因も様々であり、ストレスや悩みについて相談でき

ない住民も多い状況です。

後志圏域では、１か月の間にストレス等があった方は、「大いにある」「多少あ

る」を合わせると、６割以上の方がストレスを感じていることから、相談をしてきた

方への個別対応はもちろん、住民全体へ「相談できる窓口」のＰＲを含めた、ここ

ろの健康に関する啓発や、支援関係機関の意識向上を図り、各事業を継続して

今後の取組について

こころの健康に対しては、原因も様々であり、ストレスや悩みについて相談できない住民

も多い状況です。

後志圏域では、１か月の間にストレス等があった方は、「大いにある」「多少ある」を合わ

せると、６割以上の方がストレスを感じていることから、相談をしてきた方への個別対応はも

ちろん、住民全体へ「相談できる窓口」のＰＲ、こころの健康に関する周知や笑いによる健

康づくりの普及啓発、働く世代のメンタルヘルス対策を含めた支援関係機関の意識向上を

図り、各事業を継続していくことが必要です。

今後の取組について
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イ　高齢者の健康 ウ　高齢者の健康

【目標】 【目標】

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 記載内容の簡素化

○ ◎ ○ ○ ◎ ○

◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○

◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○

◎ ◎

時点

道計画のとおり記載

ア　65～74歳の肥満の割合
（BMI25以上）

イ　65～74歳のやせ傾向の割合
（BMI20以上）

R3

R4

R4

R4

事　　業　　内　　容 事　　業　　内　　容

 周知・普及啓発  周知・普及啓発

 健康教育、健康相談等の実施  健康教育、健康相談等の実施

 ツールの活用  ツールの活用

 研修会の実施  研修会の実施

 老人クラブが行う自主活動の支援  老人クラブが行う自主活動の支援50%

○老人クラブが行う自主活動の支援

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（令和5年調査）】

実　施　率

70%
85%
25%

（再掲）日常生活における歩数
65歳以上の日常生活における歩数

（再掲）口腔機能の維持・向上
60歳代における咀嚼良好者の割合

現状値(道) 目標値(道)(R17)

15%

悪化傾向
（女性は変化なし）

男性　 7.4%
女性　20.2%

減少

○高齢者の健康づくりに関する周知、啓発 継続

継続

※　目標値を変えたもの（★）

10%

骨粗鬆症検診受診率の向上

65歳以上の日常生活における歩数

○高齢者の健康づくりに関する健康相談、
健康教育、各種教室、学習会

継続

○高齢者の健康づくりに関するツールの活
用

継続

○保健・医療・福祉関係職員などに対する
研修会

継続

道指標

適正体重を維持している者

男性　38.2%
女性　26.0%

65歳以上のやせ傾向の割合（BMI 20.0以下）

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（平成２９年調査）】

65歳以上の日常生活における歩数

口腔機能の維持・向上

悪化傾向
（女性は変化なし）

50%
10%

60歳代における咀嚼良好者の割合

変化なし

実　施　率

80%
80%
50%

評価困難

○保健・医療・福祉関係職員などに対する研修会

※　目標値を変えたもの（★）

策定時(H25)と
の変化

変化なし

継続○老人クラブが行う自主活動の支援

継続

目標値(道)(H34)

減少
男性　38.4%
女性　32.5%

道指標

適正体重を維持している者

65歳以上の肥満の割合（BMI 25.0以上）

現状値(道)(H29)

男性　7,000歩以上
女性　6,000歩以上

男性　5,395歩
女性　4,915歩

★　80.0%以上
【参考】
66.8%

現状値以下を目指し、
設定。（高齢者のやせに
配慮し、「やせ」傾向を追

男性　10.8%
女性　14.9%

○閉じこもり、認知症、こころの健康づくり、うつ
対策、適切な食事、個別・季節に応じた運動方法、
口腔ケアなどの高齢者の健康づくりに関する周知、
啓発

○閉じこもり、認知症、こころの健康づくり、うつ
対策、適切な食事、個別・季節に応じた運動方法、
口腔ケアなどの高齢者の健康づくりに関する健康相
談、健康教育、各種教室、学習会

○運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラ
ム、口腔機能の向上プログラムなど、高齢者の健康
づくりに関するツールの活用

取組の方向性

継続

継続

継続

新 摘　要

○高齢者の健康づくりを進めます。

主な取組

◎主体、○連携、協働

旧

○高齢者の健康づくりを進めます。

主な取組 取組の方向性

◎主体、○連携、協働

男性　7,000歩以上
女性　6,000歩以上

80.0%以上

R2

1.1%

男性　5,795歩
女性　4,890歩

男性　5,795歩
女性　4,890歩

70.3%

減少
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新 摘　要旧

後志圏域の６５歳以上の男性、女性ともに、全道平均よりも「歩数」は若干多

い状況ですが、老人クラブや高齢者の運動教室等で健康づくりに関する取組を

実施しても、参加者が固定化してしまい、新規参加者が増えないことが課題とな

る場合が多く、地域活動への参加のない高齢者への働きかけが必要です。

今後の取組について

後志圏域の高齢者（65～74歳、特定健診受診者）は、適正体重の割合が男女と

も５割程度ですが、男性では肥満、女性ではやせの方に偏りがみられます。

高齢者のやせや低栄養は、要介護や死亡のリスクとなるため、適正体重の維持

や低栄養の回避が重要です。

そのほか、通いの場などを活用し、運動機能、口腔機能の維持に向けた取組を

行うなど、生きがいを持って生活できる地域の実現を目指すことが大切です。

今後の取組について
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（２）健康を支え、守るための社会環境の整備 新設

【目標】

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ○ ○ ○

時点

R4 道計画のとおり記載

（再掲）日常生活で受動喫煙の機会を
有する者の割合

R4

（再掲）「ほっかいどうヘルスサポー
トレストラン」登録店舗数

R4

摘　要

○「北海道健康づくり協働宣言」団体の登録の増加を図るとともに、これらの団体と協働し道民の健康づくりを推進
します。
○健康無関心層を含む幅広い層が、自然に健康な行動をとることができるよう、食生活を支援する環境の整備や受動
喫煙防止の取組を進め社会環境の整備を図ります。

主な取組 取組の方向性

◎主体、○連携、協働

○受動喫煙防止に関する対策、環境整備
（「ほっかいどうのきれいな空気の施設」登録事業など）

継続

新 旧

○施設種別に応じた受動喫煙防止策に関する周知、啓発 継続

60団体 増加
健康づくりに関する普及啓発や相談など道民の
健康づくりを支える「北海道健康づくり協働宣
言」団体の登録数

○「ほっかいどうヘルスサポートレストラン」登録推進 促進

道指標 現状値(道) 目標値(道)(R17)

自然に健康になれる環境づくり

家庭　　　5.4%
職場　　　13.3%
飲食店　　17.0%

759件

受動喫煙ゼロの実現

増加

健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現に向けては、健康無関心層を

含む幅広い層へのアプローチが必要です。

個人が無理なく自然に健康な行動をとることができるよう、個人の食生活を支援す

る食環境の整備や、家庭、職場、飲食店、その他多くの人が利用する施設での受動

喫煙防止を進める必要があります。

今後の取組について
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（３）ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり イ　次世代の健康

【目標】 【目標】

道計画のとおり記載

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

保
健
所

市
町
村

教
育

職
域

団
体

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

時点

道計画のとおり記載

ア　朝食を摂取する児童の割合(小学6年
生)

R4 ア　朝食を摂取する児童の割合(小学6年生)

イ　乳児・児童における肥満傾向児の減
少

R3
イ　体育の授業以外で１週間に運動・ス
ポーツの総運動時間が６０分以上と回答し
た児童の割合（小学校５年生）

ア　中学1年生 R5

イ　高校3年生 R5

ア　中学３年生 R5

イ　高校３年生 R5

R4

R4

R4

R4（再掲）妊婦の飲酒率

（再掲）妊婦の喫煙率

（再掲）産婦の喫煙率

（再掲）女性の喫煙率（20歳以上） 13.2%

3.2%

6.3%

1.0%

12.0%以下

0%

0%

0%

適正体重の子どもの割合

　全出生数中の低出生体重児の割合

健康な生活習慣を有する子どもの割合

適正体重の子どもの割合

　全出生数中の低出生体重児の割合

81.5%

幼児　 4.55%
児童　15.92%

すべての児童が朝食を
食べることをめざす

幼児　 3.66%以下
児童　10.96%以下

20歳未満の者の喫煙をなくす

産婦の喫煙率

妊婦の喫煙率

0%

0%

男子　0.3%
女子　0.1%

男子　1.8%
女子　0.4%

男子　0.6%
女子　0.6%

減少

20歳未満の者の飲酒をなくす

0%

男子　5.3%
女子　3.5%

健康な生活習慣(栄養・食生活、運動)を有する子どもの割合

○「ほっかいどうヘルスサポートレストラン」登録推進 促進

道指標

○妊娠前・妊娠期の健康に関する健康相談、健康教育、各
種教室、学習会

継続

○保健・医療・福祉・教育関係職員などに対する研修会 継続

○「女性の健康サポートセンター事業」の相談体制の充実 継続

現状値(道) 目標値(道)(R17)

○適切な食事、運動方法、喫煙・飲酒防止など、妊
娠前・妊娠期の健康に関する健康相談、健康教育、
各種教室、学習会

○保健・医療・福祉・教育関係職員などに対する研
修会

○女性の健康相談体制の充実

○受動喫煙防止に関する対策、環境整備
（おいしい空気の施設推進事業など）

0%1.4% 改善傾向妊婦の飲酒率

道指標

※　目標値を変えたもの（★）

策定時(H25)と
の変化

8.4%

改善傾向

改善傾向

改善傾向

継続

促進

継続

継続

継続

現状値(道)(H29) 目標値(道)(H34)

○早寝・早起き運動、適切な食事、運動方法、喫
煙・飲酒防止など、子どもの健康に関する周知、啓
発

継続

継続

減少

0%

0%

評価困難

評価困難

すべての児童が朝食を
食べることをめざす

84.9%

100%
【参考】

男子   93.1％
女子   88.5％

0%

R3 9.5%

◎主体、○連携、協働

○適切な食事、運動方法、喫煙・飲酒防止など、妊
娠前・妊娠期の健康に関する周知、啓発

取組の方向性

○早寝・早起き運動、適切な食事、運動方法、喫
煙・飲酒防止など、子どもの健康に関する健康相
談、健康教育、各種教室、学習会

摘　要新 旧

○適正な食習慣や運動習慣を有する子どもの割合を増やします。
○妊娠前・妊娠期における適正体重の維持や喫煙、飲酒習慣の改善を進めます。

主な取組

○適正な食習慣や運動習慣を有する子どもの割合を増やします。
○妊娠期をはじめ女性の適正体重の維持や喫煙、飲酒習慣の改善を進めます。

主な取組 取組の方向性

◎主体、○連携、協働

○子どもの健康に関する周知、啓発 継続

○妊娠前・妊娠期の健康に関する周知、啓発 継続

○子どもの健康に関する健康相談、健康教育、各種教室、
学習会

継続

9.2%

6.3%
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摘　要新 旧

事　　業　　内　　容 事　　業　　内　　容

 周知・普及啓発  周知・普及啓発

 健康教育、健康相談等の実施  健康教育、健康相談等の実施

 研修会の実施  研修会の実施

 女性の健康相談体制の充実  女性の健康相談体制の充実

 受動喫煙防止に係る環境整備  受動喫煙防止に係る環境整備30%

実　施　率

45%
10%
40%
5%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（令和５年調査）】

5%
25%
20%

実　施　率

80%
60%

【前圏域行動計画における管内市町村の取組状況（平成２９年調査）】

子どもの健康についての普及啓発の効果は、評価が難しいところですが、保

護者に対する取組が必要です。

妊娠中の喫煙、飲酒は、低体重児の出生に大きく関与していることから、妊

産婦の喫煙及び飲酒習慣の改善など、積極的に取り組むことが重要です。

女性の喫煙率について、後志圏域での明確な数値はありませんが、全道の

女性の喫煙率は高いことからも、受動喫煙防止対策と合わせた「禁煙」の取組

が必要です。

今後の取組について

子どもの発育や健康な生活習慣形成のため、関係者が連携して、健康教育や食

育等の推進などに取り組むことが必要です。

また、胎児期における栄養状態が、生涯にわたって健康に影響を及ぼす可能性

があることも指摘されており、妊娠期をはじめ女性の適正体重の維持や、低体重

児の出生に作用する妊娠中の喫煙、飲酒習慣の改善について、普及啓発を進め

ることが必要です。

今後の取組について
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